




























【 調査概要 】 １．調査対象　会津若松市内の企業・団体等３０事業所

２．回 答 者　主に各企業・団体の代表者・事務局責任者・総務関係担当者が回答

３．調査時期　平成２９年７月２７日（木）から９月１３日（水）まで

４．調査方法　電話または面接による聞き取り調査

【 調査結果 】

 Ｑ１　企業・団体として、従業員や構成員を主対象とした「若者の結婚支援」に関して、何らかの取組をしているか？

　　　（または、過去に取り組んだ実績はあるか？）

○企業のほとんどでは、「若者の結婚支援」に関して取り組んだ実績は無い。

○取組の無い理由として「個人の問題なので強制できない」「パワハラになる」という意見が多く聞

　かれた。

○一部の企業では、従業員がいわゆる「婚活イベント」に参加する場合、参加費の全部または一部を

　補助するという内容で支援している。また、今後イベント参加の支援を検討したいという企業もあ

　った。

○「婚活イベント」は土曜日や日曜日の開催が多いが、そうしたイベントに参加する従業員の有給休

　暇を取得しやすい環境整備をしているという企業もあった。

○経済団体・業界団体では、その構成員を主な対象とした「婚活イベント」を実施している。しかし

　１団体では、負担が大きいにもかかわらず成果があまり無いといった理由から、現在は実施してい

　ない。また、他地区の同種団体で実施している「婚活イベント」を参考に取組をしたいと考えてい

　るが、運営主体となる青年組織が機能せず実施できないという団体もあった。

○従業員に「婚活イベント」を紹介し２０歳台の女性従業員が参加したが、男性の年齢層が高かった

　り再婚希望者があったりという状況で、参加した女性がショックを受けたという例があった。

○任意で活動しているスポーツ愛好者の団体では、団体内で定期的に「婚活イベント」を実施し、こ

　れまでも成果を上げており、今後も継続していくという団体があった。

 Ｑ２　企業・団体として、広く一般を対象とした「若者の結婚支援」に関して、何らかの取組をしているか？

　　　（または、過去に取り組んだ実績はあるか？）

○上記Ｑ１において「婚活イベント」を実施している団体が、その対象者の一部（例：男性は団体の

　構成員，女性は広く一般から募集）を広く一般を対象に募集している以外に取組をしている実績は

　無かった。

Ｑ３　企業・団体として、従業員等が結婚した場合にお祝金等を給付する制度を設けているか？

○企業においては、ほぼ全ての企業において結婚に際してのお祝金を給付している。

　（一般財団法人会津若松市勤労者福祉サービスセンターが運営する「あしすと」からの祝金，企業

　　からの祝金，従業員互助組織等からの祝金，加盟する業界団体等の共済制度からの祝金等）

Ｑ４　会津若松市として「若者の結婚支援」に取り組んでいく場合、どういった取組や支援制度を求めていきたいか？

○主に、企業・団体の代表者または総務・福利厚生部門の担当者といった方々から意見をいただいた。

○出会いの場，出会いの機会・イベント等の創出

　・出会いの場や出会いの機会を作ってもらうのが第一ではないか

　・出会いの場を設けてあげたいが、企業側では案内やアドバイスしかできない

　・出会いの機会に出てこない人が多いことへの対策として、そうした機会を増やしていく

　・若者が少なくなっており、集まる機会が少なくなっていると思う

　　そのような中、イベントがあっても参加しにくいため、気軽に参加できる工夫が必要

　・若者が集まるイベント等や企業等を市が支援する姿勢が足りない

　　開催を決めたら実行し、途中で止めることなく、問題が発生してもしっかりと解決に

　　取組み実行する

　　一度で終わらせずに継続すること

　・若者を中心に多くの企業が参加するイベントの開催（例：企業対抗運動会）

　・音楽フェス等を開催し、若者がその運営に中心となる
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　・未婚者が多く集まるイベントの開催

　・女性の意識の変化に対応したイベントが必要

　・飲食店等の協力により、「女子会」のようなイメージで「独身者プラン」を提供して

　　もらい、飲食店に対しては市が資金的な支援をする

　・趣味等をテーマにした独身者の集いを開催する「○○を楽しもう　独身の会」

　　（例：会津の地酒を楽しもう 独身の会，磐梯山に登ろう 独身の会）

　・市主催での婚活パーティーをリーズナブルな会費で開催する

　・テレビの婚活イベント番組を活用する

　・若者が楽しく自然に付き合えるようなコミュニティーをたくさん作る

　・田舎に移住して・Ｕターンして・Ｉターンして結婚しようという趣旨のイベント

　・婚活イベントの情報を目にすることができるよう、情報が行き届く工夫をしてほしい

○娯楽施設や商業施設等の整備

　・若者がデートする場所、遊ぶ場所、集まる場所が無い

　　そういった場所を作ってもらいたい

　・家族が遊べる環境づくり

　・若者が定着するための対策として、若者や子供の遊び場が必要

　・雪国であることを考慮した全天候型の娯楽施設や商業施設が必要

○若者の生活の安定

　・若者が結婚して生活ができる企業誘致

　・若者がＵターンできる環境づくり

　・若い女性社員を採用して、職場を明るく華やかにできる環境づくり

　・若者が正社員として働ける環境を整える

　・若者が余暇を楽しめる環境づくり

　・若者が余暇で知り合い、結婚できるといった環境を企業が整えられる経済状況

　・男性にとっては、収入がないと結婚に踏み切ることが出来ない現状がある

　・非正規対策より、若者が生活できる対策が必要

　・若者の定着や労働環境が整えば、結婚もするのではないか

○経済的支援制度

　・行政の取組を通じて結婚したカップルへの祝金給付

　・若者が住みやすいための住宅応援

○更に年齢が高い人の結婚支援

　・４５歳以上の独身女性はあきらめムードで、男性は対象外になってしまう

　・４０歳以上の方への結婚支援も必要

○勤労青少年ホームの利活用

　・若者の出会いの場の拡大・拡充として、予算面も含め勤労青少年ホーム事業の充実が必要

　・公共施設である勤労青少年ホームを幅広い出会いの場・機会として活用し、勤労青少年ホーム

　　から誕生したカップルには結婚資金を支援する

　・出会いの場として勤労青少年ホームを活用していく

○その他

　・従業員の福利厚生や結婚・子育て支援をしている優良企業を表彰する

　・通常の会議形式ではなく、ざっくばらんにいろいろな人からアイデアを聞く機会が必要

　・幼児期からの教育（道徳）が大切

　　学校教育の中で「労働」や「結婚」について教えることが大切

　　→教育にお金をかけてほしい

　・ニート・フリーター対策や婚活事業といった目の前の問題の対策と、これから１０年後

　　２０年後を見据えた今の子供達への対策（教育）の２本柱で会津の未来を考えてほしい
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